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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第１四半期連結
累計期間

第44期
第１四半期連結

累計期間
第43期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高（営業収益） （百万円） 41,893 41,807 185,001

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △1,809 △828 7,638

親会社株主に帰属する四

半期純損失（△）又は親

会社株主に帰属する当期

純利益

（百万円） △1,461 △769 4,943

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △1,465 △479 5,595

純資産額 （百万円） 141,438 146,954 147,973

総資産額 （百万円） 428,097 417,423 421,824

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純

利益金額

（円） △55.78 △29.36 188.66

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 32.8 35.0 34.9

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第1四半期連

　結累計期間より、「四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純損失」とし、「当期純利益」を「親

　会社株主に帰属する当期純利益」としている。

４．当社は、平成27年６月１日付で株式１株につき1.5株の株式分割を行っている。前連結会計年度の期首に

　当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純損失金額及び１株当たり当期純利益金額を算定して

　いる。

５．第43期第１四半期連結累計期間及び第44期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載して

いない。

６．第43期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。

また、主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はない。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における沖縄県経済は、個人消費が堅調に推移していることに加え、観光も好調

で、建設関連は底堅く推移し、雇用情勢も改善するなど、全体として拡大している。

このような状況の中で、当第１四半期連結累計期間の売上高（営業収益）は、前年同期に比べ86百万円減

（0.2％減）の418億７百万円となった。

営業費用は、前年同期に比べ10億17百万円減（2.3％減）の422億91百万円となった。

この結果、営業損益は前年同期に比べ損失幅が９億30百万円縮小し、４億84百万円の損失となった。

また、営業外損益を含めた経常損益は８億28百万円の損失、親会社株主に帰属する四半期純損益は７億69百万

円の損失となった。

なお、当社グループの主たる事業である電気事業において、電力需要が夏季にピークを迎えることや、発電所

の修繕工事の完了時期による影響を受けることなどにより、四半期の業績に季節的変動がある。

 

セグメントの業績は、次のとおりである。

①電気事業

当第１四半期連結累計期間の販売電力量は、電灯はお客さま数の増加に加え、気温が高めに推移したことに

よる需要増により前年同期を上回った。また、電力においては、業務用電力における新規お客さまによる需要

増や気温の影響により前年同期を上回った。

この結果、電灯と電力(特定規模需要を含む）の販売電力量合計は、前年同期に比べ3.8％増の17億72百万kWh

となった。

収支については、売上高は、燃料費調整制度の影響による減少があったものの、販売電力量の増や再エネ特

措法交付金の増などにより、前年同期に比べ１億41百万円増（0.4％増）の405億85百万円となった。

一方、営業費用は、再エネ買取量の増加により他社購入電力料が増加したものの、燃料費や固定資産除却費

等が減少したことから、前年同期に比べ７億16百万円減（1.7％減）の411億74百万円となった。

この結果、営業損益は前年同期に比べ損失幅が８億58百万円縮小し、５億88百万円の損失となった。

②その他

その他の収支については、売上高は、電気事業向け工事の受注増などから、前年同期に比べ75百万円増

（0.9％増）の85億24百万円、営業費用は32百万円増（0.4％増）の85億28百万円となった。

この結果、営業損益は前年同期に比べ損失幅が42百万円縮小し、４百万円の損失となった。

（注）上記の記載金額には消費税等を含んでいない。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２億43百万円である。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 45,000,000

計 45,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数（株)
（平成27年６月30日）

提出日現在
発行数（株)

（平成27年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 26,287,084 26,287,084

東京証券取引所

（市場第一部）

福岡証券取引所

単元株式数

100株

計 26,287,084 26,287,084 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はない。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はない。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年６月１日

（注）
8,762,361 26,287,084 － 7,586 － 7,141

　　　 （注）１株につき1.5株の株式分割を行った。

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7)【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてい

る。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株) 議決権の数（個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 55,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,332,200 173,322 －

単元未満株式 普通株式 137,523 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 17,524,723 － －

総株主の議決権 － 173,322 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は全て当社所有の自己株式である。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が700株（議決権の数７個）含

まれている。

３．平成27年６月１日付で普通株式１株につき1.5株の株式分割を行っているが、上記の株式数及び議決権

の数は、当該株式分割前の株式数及び議決権の数を記載している。

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合

（％）

沖縄電力株式会社
沖縄県浦添市牧港

五丁目２番１号
55,000 － 55,000 0.31

計 － 55,000 － 55,000 0.31

　　　（注）平成27年６月１日付で普通株式１株につき1.5株の株式分割を行っているが、上記の株式数は、当該株式分

　　　　　　割前の株式数を記載している。

２【役員の状況】

該当事項はない。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に準拠し、「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57号）に準じて作成している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から

平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

固定資産 378,007 373,729

電気事業固定資産 327,333 328,174

汽力発電設備 138,886 137,224

内燃力発電設備 17,416 19,907

送電設備 48,463 48,519

変電設備 34,419 34,416

配電設備 73,827 73,655

業務設備 13,215 13,022

その他の電気事業固定資産 1,103 1,428

その他の固定資産 15,030 15,802

固定資産仮勘定 11,833 7,783

建設仮勘定及び除却仮勘定 11,833 7,783

投資その他の資産 23,810 21,968

長期投資 11,549 9,892

繰延税金資産 8,535 8,410

その他 3,797 3,733

貸倒引当金（貸方） △72 △68

流動資産 43,817 43,694

現金及び預金 13,516 11,992

受取手形及び売掛金 8,846 9,892

たな卸資産 15,163 13,976

繰延税金資産 1,691 1,886

その他 4,727 6,084

貸倒引当金（貸方） △127 △137

合計 421,824 417,423
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債及び純資産の部   

固定負債 212,712 198,553

社債 69,999 59,999

長期借入金 100,525 97,629

リース債務 28,411 27,666

退職給付に係る負債 9,658 9,580

その他 4,116 3,677

流動負債 61,139 71,915

1年以内に期限到来の固定負債 27,098 35,594

短期借入金 5,172 3,390

コマーシャル・ペーパー - 10,000

支払手形及び買掛金 10,526 7,350

未払税金 2,795 1,097

その他 15,547 14,482

負債合計 273,851 270,469

株主資本 143,892 142,586

資本金 7,586 7,586

資本剰余金 7,141 7,141

利益剰余金 129,442 128,149

自己株式 △278 △290

その他の包括利益累計額 3,116 3,405

その他有価証券評価差額金 2,642 2,945

繰延ヘッジ損益 △9 21

退職給付に係る調整累計額 483 438

非支配株主持分 964 962

純資産合計 147,973 146,954

合計 421,824 417,423
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

営業収益 ※１ 41,893 ※１ 41,807

電気事業営業収益 40,372 40,507

その他事業営業収益 1,521 1,299

営業費用 ※１ 43,308 ※１ 42,291

電気事業営業費用 41,805 40,957

その他事業営業費用 1,503 1,333

営業損失（△） △1,414 △484

営業外収益 309 314

受取配当金 129 135

受取利息 2 2

持分法による投資利益 47 44

その他 130 131

営業外費用 704 659

支払利息 674 620

その他 30 38

四半期経常収益合計 42,203 42,122

四半期経常費用合計 44,013 42,950

経常損失（△） △1,809 △828

税金等調整前四半期純損失（△） △1,809 △828

法人税等 △350 △59

四半期純損失（△） △1,458 △769

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
2 △0

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △1,461 △769
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純損失（△） △1,458 △769

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 85 303

繰延ヘッジ損益 △4 30

退職給付に係る調整額 △87 △44

持分法適用会社に対する持分相当額 0 0

その他の包括利益合計 △7 290

四半期包括利益 △1,465 △479

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,469 △480

非支配株主に係る四半期包括利益 3 0
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に

対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年

度の費用として計上する方法に変更した。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合に

ついては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期

間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更する。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っている。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っている。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58―２項（４）、連結会計基準第44―５項

（４）及び事業分離等会計基準第57―４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会

計期間の期首時点から将来にわたって適用している。

　これによる四半期連結財務諸表に与える影響額はない。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示している。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

※１．売上高等の季節的変動

電力需要が夏季にピークを迎えることや、発電所の修繕工事の完了時期による影響を受けることなどに

より、四半期の業績に季節的変動がある。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 6,710百万円 6,551百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 524 30

平成26年

３月31日

平成26年

６月30日
利益剰余金

 
Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 524 30

平成27年

３月31日

平成27年

６月29日
利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 電気事業

売上高      

外部顧客への売上高 40,411 1,482 41,893 － 41,893

セグメント間の内部売上高又

は振替高
32 6,966 6,998 △6,998 －

計 40,443 8,448 48,892 △6,998 41,893

セグメント損失（△） △1,447 △47 △1,495 80 △1,414

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、土木・建築・電気・

管・電気通信工事の施工、電力設備工事の施工及び保守点検、電気機械設備の受託運転などの事業

を含んでいる。

２．セグメント損失（△）の調整額80百万円は、セグメント間取引消去である。

３．セグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っている。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 電気事業

売上高      

外部顧客への売上高 40,547 1,260 41,807 － 41,807

セグメント間の内部売上高又

は振替高
38 7,263 7,302 △7,302 －

計 40,585 8,524 49,109 △7,302 41,807

セグメント損失（△） △588 △4 △593 109 △484

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、土木・建築・電気・

管・電気通信工事の施工、電力設備工事の施工及び保守点検、電気機械設備の受託運転などの事業

を含んでいる。

２．セグメント損失（△）の調整額109百万円は、セグメント間取引消去である。

３．セグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っている。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △55円78銭 △29円36銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（百万円）
△1,461 △769

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（△）（百万円）
△1,461 △769

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,205 26,203

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、

　　　　また、潜在株式が存在しないため記載していない。

　　　２．当社は、平成27年６月１日付で株式１株につき1.5株の株式分割を行っている。前連結会計年度の

　　　　期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純損失金額を算定している。

（重要な後発事象）

該当事項はない。

２【その他】

該当事項はない。

EDINET提出書類

沖縄電力株式会社(E04509)

四半期報告書

13/15



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成27年８月10日

沖縄電力株式会社   

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 磯　俣　　克　平　　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 野　澤　　　　啓　　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 城　戸　　昭　博　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている沖縄電力株式

会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２７年４月１

日から平成２７年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年６月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、沖縄電力株式会社及び連結子会社の平成２７年６月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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